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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

1 総
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ対策の管理
運営を図る。

職員

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 18,529 年３６５日

臨時職員も含めたセ
キュリティ研修も開催
し、システムも安定稼
働を維持している。

Ａ 19,556

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ基本方針の
見直し

検討会議 ６回 ６回
情報セキュリ
ティ基本方針の
見直し

検討会議 ６回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ対策基準の
見直し

検討会議 ６回 ６回
情報セキュリ
ティ対策基準の
見直し

検討会議 ６回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ実施基準の
見直し

検討会議 ３回 ６回
情報セキュリ
ティ実施基準の
見直し

検討会議 ３回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ監査体制の
見直し、監査基
準の制定

検討会議 ３回 ６回

情報セキュリ
ティ監査体制の
見直し、監査基
準の制定

検討会議 ３回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ内部監査実
施に関する検討

検討会議 ３回 ６回
情報セキュリ
ティ内部監査実
施に関する検討

検討会議 ３回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティポリシー監
査の実施（委
託）

実施監査種類
数

３種類 ３種類 1,050

情報セキュリ
ティポリシー監
査の実施（委
託）

実施監査種類
数

３種類 1,923

業
務
計
画

維
持

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティポリシーの
研修フォロー

セキュリティ
研修の実施回
数

年１回 年１回
情報セキュリ
ティポリシーの
研修フォロー

セキュリティ
研修の実施回
数

年６回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ対策基準に
基づく条例・規
則等の見直し

検討会議の開
催回数

年３回 実績なし

情報セキュリ
ティ対策基準に
基づく条例・規
則等の見直し

検討会議の開
催回数

年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報セキュリ
ティ内部監査の
検討

検討会議の開
催回数

年４回 実績なし
情報セキュリ
ティ内部監査の
検討

検討会議の開
催回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

ウィルス対策の
実施

管理回数 年３６５日 年３６５日 967
ウィルス対策の
実施

管理回数 年３６５日 995

業
務
計
画

維
持

1
情報セキュリ
ティ対策

マシン室用空調
設備保守点検

保守点検の実
施回数

年3回 年3回 5,514
マシン室用空調
設備保守点検

保守点検の実
施回数

年3回 5,639

業
務
計
画

維
持

1
情報セキュリ
ティ対策

無停電装置装置
の保守点検

保守点検の実
施回数

年2回 年2回 10,998
無停電装置装置
の保守点検

保守点検の実
施回数

年2回 10,999

業
務
計
画

維
持

1
情報セキュリ
ティ対策

保守日程等の調
整事務(契約事務
含む)

緊急･非常時の
電力供給の可
能とする日数

年３６５日 年３６５日
保守日程等の調
整事務(契約事務
含む)

緊急･非常時
の電力供給の
可能とする日
数

年３６５日

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

電子計算機室及
び重要機能室の
維持管理並びに
セキュリティ対
策

執務室・マシ
ン室入退室管
理日数

年３６５日 年３６５日

電子計算機室及
び重要機能室の
維持管理並びに
セキュリティ対
策

執務室・マシ
ン室入退室管
理日数

年３６５日

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

情報化研修 研修日数 年１０日 年１０日 情報化研修 実施回数 年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

1
情報セキュリ
ティ対策

データ暗号化対
策

問い合わせ回
数

年１回 実績なし
データ暗号化対
策

問い合わせ回
数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

2 総 情報化の管理

インターネット
を利用した議会
中継の配信を行
う。

関係部
課かい

定
例
定
型

安定稼働日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 762 年３６５日

議会開催中の配信サー
バも問題なく稼働し、
安定した議会中継の配
信が行われている。

Ａ 762 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

2 情報化の管理

市長の動画メッ
セージ、ハーモ
ニアスちがさ
き、議会中継の
動画配信

放送日数 年３６５日 年３６５日 762

市長の動画メッ
セージ、ハーモ
ニアスちがさ
き、議会中継の
動画配信

放送日数 年３６５日 762
維
持

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

3 総 情報化の推進

行政事務の効率
化、多様化する
市民ニーズに対
応するため、情
報通信技術の整
備運用を行う。

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 108,669 年３６５日

一人一台パソコンの安
定稼働、文書管理シス
テムの仮想化、グルー
プウェアのシステム更
新等、全て無事終了
し、情報化プランの進
捗管理も順調に進行し
ている。

Ａ 132,299
あり（26
年度に追
加）

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

3 情報化の推進
電子市役所推進
本部会議の開催

開催回数 年１回 年２回
電子市役所推進
本部会議の開催

開催回数 年１回

予
算
な
し

3 情報化の推進
電子市役所推進
本部幹事会の開
催

開催回数 年１回 年２回
電子市役所推進
本部幹事会の開
催

開催回数 年１回

予
算
な
し

3 情報化の推進
ＩＴリーダー等
研修の実施

実施回数 年２回 年２２回
ＩＴリーダー等
研修の実施

実施回数 年２回

予
算
な
し

3 情報化の推進

文書管理・電子
決裁・情報公開
システムの運用
管理

管理台数
年１２００
台

年１２００
台

15,677

文書管理・電子
決裁・情報公開
システムの運用
管理

管理台数
年１２００
台

24,916
維
持

3 情報化の推進
新財務会計シス
テムの運用管理

管理台数
年１２００
台

年１２００
台

12,746
新財務会計シス
テムの運用管理

管理台数
年１２００
台

12,746
あり（26
年度に追
加）

④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

80本

契約件数
（平成26年
度及び平成
27年度の年
度ごとの契
約件数）

26
契約を取りま
とめ、費用の
削減を図る。

維
持

3 情報化の推進
統合庶務システ
ムの運用管理

管理台数
年１２００
台

年１２００
台

8,498
統合庶務システ
ムの運用管理

管理台数
年１２００
台

8,498
維
持

3 情報化の推進
サーバ及び各シ
ステム等の管理

管理台数 １２台 １２台
サーバ及び各シ
ステム等の管理

管理台数 １２台

予
算
な
し

3 情報化の推進
グループウエア
のシステム管理

管理日数 年３６５日 年３６５日 18,405
グループウエア
のシステム管理

管理日数 年３６５日 28,561
維
持

3 情報化の推進 迷惑メール対策 更新回数 年３６５日 年３６５日 迷惑メール対策 更新回数 年３６５日

予
算
な
し

3 情報化の推進
庁内イントラ
ネットの運用管
理

管理日数 年３６５日 年３６５日
庁内イントラ
ネットの運用管
理

管理日数 年３６５日

予
算
な
し

3 情報化の推進
一人一台パソコ
ンの維持管理

管理台数
年１３００
台

年１３００
台

27,286
一人一台パソコ
ンの維持管理

管理台数
年１３００
台

30,963
維
持

3 情報化の推進

例規ｼｽﾃﾑ用の文
書法務課長・法
務担当用端末の
賃貸借及び保守
業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 0

予
算
な
し

3 情報化の推進

電子市役所推進
に係る通信回線
の利用（通信運
搬費の契約及び
支出）

管理使用回線
等契約数

年９本 年９本 21,956

電子市役所推進
に係る通信回線
の利用（通信運
搬費の契約及び
支出）

管理使用回線
等契約数

年９本 23,423
維
持

3 情報化の推進

総合行政ネット
ワーク（ＬＧＷ
ＡＮ）の運用管
理

管理サーバ台
数

年１台 年１台 3,137

総合行政ネット
ワーク（ＬＧＷ
ＡＮ）の運用管
理

管理サーバ台
数

年１台 2,088
維
持

3 情報化の推進
メール配信サー
ビスの維持管理

メール配信項
目の追加数

年３個 年５個 882
メール配信サー
ビスの維持管理

メール配信項
目の追加数

年３個 907
維
持

3 情報化の推進
国の情報化施策
への対応

テレトピア実
行計画の進捗
状況回答回数

年１回 年１回
国の情報化施策
への対応

テレトピア実
行計画の進捗
状況回答回数

年１回

予
算
な
し

3 情報化の推進
情報化プランの
進捗管理

推進状況の確
認

年１回 年１回
情報化プランの
進捗管理

推進状況の確
認

年１回
増
や
す

3 情報化の推進
パソコン設定・
通信費等

設定回数 週１日 週１日 82
パソコン設定・
通信費等

設定回数 週１日 197
維
持
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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

3 情報化の推進
財務会計・契約
事務

契約件数
契約件数　
約９０本

契約件数　
８６本

財務会計・契約
事務

契約件数
契約件数　
８０本

予
算
な
し

3 情報化の推進

湘南広域都市行
政協議会広域情
報部会の開催及
び出席

開催及び出席
回数

年４回 年４回

湘南広域都市行
政協議会広域情
報部会の開催及
び出席

開催及び出席
回数

年４回

予
算
な
し

4 総
情報システム
最適化の推進

情報システム最
適化を進める。

関係部
課かい

政
策
システムの構築
状況

システムの要
件定義、基本
設計

システム稼動
システム安定
稼動のための
調整

394,727 年１０回

第一次分は順調に稼働
しており、第二次及び
第三次分も平成２７年
１月稼働を目指し、着
実に開発作業を進めて
いる。

Ａ 441,458

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4
情報システム
最適化の推進

情報システム最
適化の推進管理

会議開催回数 年１０回 年１０回 22,050
情報システム最
適化の推進管理

会議開催回数 年１０回 27,329

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

10業務

情報システ
ム最適化を
推進するた
めの開発業
務数

28以
降

システムの
オープン化が
推進され、運
用保守経費が
削減される。

維
持

4
情報システム
最適化の推進

基幹系システム
修正業務

システム修正
数

７システム ７システム 87,770
基幹系システム
修正業務

システム修正
数

７システム 94,428

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

10業務

情報システ
ム最適化を
推進するた
めの開発業
務数

28以
降

システムの
オープン化が
推進され、運
用保守経費が
削減される。

維
持

4
情報システム
最適化の推進

情報システム最
適化開発設計

打ち合わせ回
数

年２０回 年２０回 284,907
情報システム最
適化開発設計

打ち合わせ回
数

年２０回 319,701

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

10業務

情報システ
ム最適化を
推進するた
めの開発業
務数

28以
降

システムの
オープン化が
推進され、運
用保守経費が
削減される。

維
持

5 総
内部情報系シ
ステム最適化

グループウェア
の最適化を行
う。

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 8,547 年３６５日

システム基盤及びグ
ループウェアの機器更
新のためのプロポーザ
ル準備とその実行は全
て問題なく終了し、順
調に最適化業務が進行
している。

Ａ 9,000

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

5
内部情報系シ
ステム最適化

グループウエア
の最適化計画の
推進

会議開催回数 年１０回 年２４回 8,547
グループウエア
の最適化計画の
推進

会議開催回数 年１０回 9,000

業
務
計
画

維
持

6 総 施設予約管理
公共施設の予約
受付を行う。

市民等

定
例
定
型

管理台数 年８５台 年８５台 年８５台 28,932 年８５台

消費税対応や辻堂窓口
出張所移設準備も着実
に進み、システムも順
調に稼働している。

Ａ 29,166 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

6 施設予約管理
公共施設予約シ
ステムの運用管
理

管理台数 年８５台 年８５台 2,743
公共施設予約シ
ステムの運用管
理

管理台数 年８５台 2,802
維
持

6 施設予約管理
公共施設予約シ
ステムの賃借管
理

契約数 ６契約 ６契約 26,189
公共施設予約シ
ステムの賃借管
理

契約数 ６契約 26,364
維
持

6 施設予約管理
システム入替に
伴う各課調整

打ち合わせ回
数

年１０回 年１０回
システム入替に
伴う各課調整

打ち合わせ回
数

年１０回

予
算
な
し

7 総
ケーブルテレ
ビの視聴及び
回線利用

市内各公共・教
育施設における
ケーブルテレビ
の視聴及び回線
を利用し施設予
約を行う。

施設利
用の市
民等

定
例
定
型

管理利用施設数 ５３施設 ５３施設 ５３施設 2,544 ５３施設
回線状況等問題なく運
用されている。 Ａ 2,617 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

7
ケーブルテレ
ビの視聴及び
回線利用

ケーブルテレビ
使用料の支出

管理利用施設
数

５３施設 ５３施設 2,544
ケーブルテレビ
使用料の支出

管理利用施設
数

５３施設 2,617
維
持

701 総
パソコン体験
コーナー運営
管理

市民のパソコ
ン、インター
ネット利用の普
及を図る。

コー
ナー利
用の市
民

定
例
定
型

管理台数 年１６台 年１６台 年１６台 63 年１６台

アイパッドを導入し、
市民の利用状況も良好
で、順調に運営されて
いる。

Ａ 0

701
パソコン体験
コーナー運営
管理

設置機器の管理 管理台数 年１６台 年１６台 63

8 総

神奈川県市町
村電子自治体
共同運営協議
会

情報システム等
の整備、運営を
共同で行うこと
により、電子自
治体の実現を図
るとともに、県
民生活の利便性
の向上並びに行
政事務の簡素効
率化を図る。

市民

定
例
定
型

新規作成数 年１種類 年１種類 年１種類 1,288 年１種類

特に職員採用試験で多
くの手続きが作成さ
れ、順調に利用されて
いる。

Ａ 2,075 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

8

神奈川県市町
村電子自治体
共同運営協議
会

システムの運
用・申請画面作
成

新規作成数 年１種類 年１種類 1,288
システムの運
用・申請画面作
成

新規作成数 年１種類 2,075 あり
⑥市役所の変
革

3種類

電子申請を
実施する業
務の種類
（平成２５
年度から平
成２７年度
までの累
計）

28以
降

電子申請・届
出システムの
運用により、
電子申請が可
能な業務を継
続的に増や
す。

維
持
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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

9 総
全庁型地理情
報提供システ
ムの運用

ＷｅｂＧＩＳを
活用し、様々な
位置情報を提供
する。

市民、
事業者

定
例
定
型

システムの安定
運用日数

年３６５日 年３６５日 年３６６日 4,090 年３６５日
庁外向けマップも増
え、安定稼働してい
る。

Ａ 3,901 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
全庁型地理情
報提供システ
ムの運用

全庁型地理情報
提供システムの
運用管理

稼働日数 ３６５日 ３６５日 3,880
全庁型地理情報
提供システムの
運用管理

稼働日数 ３６５日 3,512 あり
⑥市役所の変
革

3件

GISを活用し
た新たに作
成するコン
テンツ数
（平成２５
年度から平
成２７年度

28以
降

コンテンツを
増やすことで
市民サービス
の向上を目指
す。

維
持

9
全庁型地理情
報提供システ
ムの運用

全庁型地理情報
提供システム携
帯電話対応業務

稼働日数 ３６５日 ３６５日 210
全庁型地理情報
提供システム携
帯電話対応業務

稼働日数 ３６５日 389
維
持

10 総
電子計算機運
営業務

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭ-ﾀを利
用する業務の運
用、業務の停
止・休止を防
ぎ、業務の安定
を図る。

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 46,531 年３６５日
大きな問題もなく、順
調に運用されている。 Ａ 104,934 なし 不可 未 高 高 高 拡大

増
や
す

10
電子計算機運
営業務

住民記録漢字ｵﾝﾗ
ｲﾝの効率運用の
ため全国字ﾌｧｲﾙ
の継続提供

提供回数
（基本）

年12回 年12回 315

住民記録漢字ｵﾝﾗ
ｲﾝの効率運用の
ため全国字ﾌｧｲﾙ
の継続提供

提供回数
（基本）

年12回 324
維
持

10
電子計算機運
営業務

データエント
リー（住民税賦
課､収納消し込
み､保育料等の基
幹系ﾃﾞｰﾀの入
力）業務(委託)

入力の件数
年377,350
件

年180,000
件

6,389

データエント
リー（住民税賦
課､収納消し込
み､保育料等の基
幹系ﾃﾞｰﾀの入
力）業務(委託)

入力の件数
年257,000
件

12,400
維
持

10
電子計算機運
営業務

ＣＯＭ・電子帳
票による過年度
台帳作成
（委託）

台帳の作成数 年３８台帳 年３８台帳 1,747

ＣＯＭ・電子帳
票による過年度
台帳作成
（委託）

台帳の作成数 年３８台帳 1,800
維
持

10
電子計算機運
営業務

システムエンジ
ニアによるｵﾝﾗｲﾝ
系システムの運
用管理
（派遣職員）

管理体制 年間５人工 年間５人工 31,531

システムエンジ
ニアによるｵﾝﾗｲﾝ
系システムの運
用管理
（派遣職員）

管理体制 年間５人工 30,936
維
持

10
電子計算機運
営業務

オペレーターに
よる基幹系業務
の日時処理及び
バッチ処理（委
託）

日時処理及び
バッチ処理

年間１人工 年間１人工 5,985

オペレーターに
よる基幹系業務
の日時処理及び
バッチ処理（委
託）

日時処理及び
バッチ処理

年間１人工 6,156
維
持

10
電子計算機運
営業務

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ作成し
た磁気ﾃ-ﾌﾟの外
部保管

磁器テープの
搬入出・運搬

基幹系 2回
/月
情報系 1回
/月

基幹系 2回
/月
情報系 1回
/月

564
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ作成し
た磁気ﾃ-ﾌﾟの外
部保管

磁器テープの
搬入出・運搬

基幹系 2回
/月
情報系 1回
/月

739
維
持

10
電子計算機運
営業務

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ作成し
た磁気ﾃ-ﾌﾟの内
部保管

磁器テープの
内部保管

基幹週5日･
情報月1回

基幹週5日･
情報月1回

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ作成し
た磁気ﾃ-ﾌﾟの内
部保管

磁器テープの
内部保管

基幹週5日･
情報月1回

予
算
な
し

10
電子計算機運
営業務

電子計算機運営
業務に係る委託
等の調整事務

調整回数
月2件×
12ヶ月

月2件×
12ヶ月

電子計算機運営
業務に係る委託
等の調整事務

調整回数
月2件×
12ヶ月

予
算
な
し

10
電子計算機運
営業務

派遣契約､勤怠管
理､職員服務の伝
達及び指導

定例会(緊急)
の開催･随時打
合の実施

年１２回 年１２回
派遣契約､勤怠管
理､職員服務の伝
達及び指導

定例会(緊急)
の開催･随時
打合の実施

年１２回

予
算
な
し

10
電子計算機運
営業務

派遣社員への業
務指揮命令

運用SE､ｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝ(電子計算
機操作)の指示

年３６５日 年３６５日
派遣社員への業
務指揮命令

運用SE､ｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝ(電子計算
機操作)の指
示

年３６５日

予
算
な
し

10
電子計算機運
営業務

番号制度対応業
務

調整回数
月2件×
12ヶ月

48,579
増
や
す

10
電子計算機運
営業務

出張所開設業務 調整回数 年１２回 4,000
増
や
す

10
電子計算機運
営業務

保健所開設業務 調整回数 年４回
増
や
す

11 総
電子計算機維
持管理業務

ホストコン
ピュータの安定
稼働に係る周辺
設備及び周辺機
器等の維持管
理。

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 20,055 年３６５日
安定した稼働を維持し
ている。 Ａ 17,262 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

11
電子計算機維
持管理業務

基幹系及び情報
系に係る機器等
の日常の簡易的
な維持管理業務
（委託）

日常の維持管
理日数

年３６５日 年３６５日 16,380

基幹系及び情報
系に係る機器等
の日常の簡易的
な維持管理業務
（委託）

日常の維持管
理日数

年３６５日 17,262
維
持



業務棚卸評価シート 5/7

25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

11
電子計算機維
持管理業務

電子計算機室及
び重要機能室の
維持管理並びに
セキュリティ対
策

執務室・マシ
ン室入退室管
理日数

年３６５日 年３６５日 3,675

電子計算機室及
び重要機能室の
維持管理並びに
セキュリティ対
策

執務室・マシ
ン室入退室管
理日数

年３６５日

予
算
な
し

11
電子計算機維
持管理業務

保守日程等の調
整事務(契約事務
含む)

緊急･非常時の
電力供給の可
能とする日数

年３６５日 年３６５日
保守日程等の調
整事務(契約事務
含む)

緊急･非常時
の電力供給の
可能とする日
数

年３６５日

予
算
な
し

12 総
関連機器等の
賃借、保守業
務

周辺機器の保守
業務

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 39,974 年３６５日
順調に運用されてい
る。 Ａ 45,635 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ及び
周辺機器の運用
管理等

運用管理 年３６５日 年３６５日
ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ及び
周辺機器の運用
管理等

運用管理 年３６５日

予
算
な
し

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

各課かい用住民
記録検索用端末
機器等の賃借料
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 10,027

各課かい用住民
記録検索用端末
機器等の賃借料
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 16,684
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀの障
害・故障に備え
たﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ
に必要な業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀの障
害・故障に備え
たﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ
に必要な業務

賃借期間 12ヶ月

予
算
な
し

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

市民税課、資産
税課、納税課、
年金オンライン
用端末機器の賃
貸借及び保守業
務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 15,903

市民税課、資産
税課、納税課、
年金オンライン
用端末機器の賃
貸借及び保守業
務

賃借期間 12ヶ月 13,302
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾌﾟﾘ
ﾝﾀから出力され
る各種連続帳票
を、頁ごとに切
り離す機器の賃
貸借及び保守業
務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 583

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ用ﾌﾟﾘ
ﾝﾀから出力され
る各種連続帳票
を、頁ごとに切
り離す機器の賃
貸借及び保守業
務

賃借期間 12ヶ月 583
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

ホストコン
ピュータ用単票
印刷機の単色
(黒)､単色(ｶﾗｰ3
色)トナー使用管
理

帳票の印刷枚
数

年675,000
枚

年251,028
枚

755

ホストコン
ピュータ用単票
印刷機の単色
(黒)､単色(ｶﾗｰ3
色)トナー使用管
理

帳票の印刷枚
数

年675,000
枚

1,500
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

庁内ネットワー
ク（ＬＡＮ）の
賃貸借及び保守

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 12,048
庁内ネットワー
ク（ＬＡＮ）の
賃貸借及び保守

賃借期間 12ヶ月 12,908
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

情報セキュリ
ティ対策強化の
一環として基幹
系オンラインシ
ステムの操作記
録(ログ)採取を
行うサ－バ機器

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 658

情報セキュリ
ティ対策強化の
一環として基幹
系オンラインシ
ステムの操作記
録(ログ)採取を
行うサ－バ機器

賃借期間 12ヶ月 658
維
持

12
関連機器等の
賃借、保守業
務

業務の継続､効率
化のための各種
機器の賃貸借及
び保守契約事務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月

業務の継続､効率
化のための各種
機器の賃貸借及
び保守契約事務

賃借期間 12ヶ月

予
算
な
し

13 総

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及
び関連機器等
の賃借、保守
業務

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び
周辺機器の更
新、増設及び保
守業務。

関係部
課かい

定
例
定
型

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 231,306 12ヶ月
各機器は順調に運用さ
れている。 Ａ 130,629 あり 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

13

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及
び関連機器等
の賃借、保守
業務

電子計算機適用
業務を処理する
ために必要な汎
用コンピュータ
機器の賃借及び
保守業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 217,165

電子計算機適用
業務を処理する
ために必要な汎
用コンピュータ
機器の賃借及び
保守業務

賃借期間 12ヶ月 111,629 あり
⑥市役所の変
革

46,400千円
運用保守経
費の削減額
／年

28以
降

システム最適
化作業を推進
することに
よって、シス
テムリース経
費の削減を図
ります。

減
ら
す

13

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及
び関連機器等
の賃借、保守
業務

住民基本台帳
ネットワーク機
器の賃借及び保
守業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 4,616

住民基本台帳
ネットワーク機
器の賃借及び保
守業務

賃借期間 12ヶ月 7,804
維
持

13

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及
び関連機器等
の賃借、保守
業務

市民課、市民窓
口ｾﾝﾀｰ、小出支
所のオンライン
端末機器の賃借
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 8,008

市民課、市民窓
口ｾﾝﾀｰ、小出支
所のオンライン
端末機器の賃借
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 9,932
維
持

13

ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及
び関連機器等
の賃借、保守
業務

税･料金､使用料
の消し込み処理
用光学文字読取
機(OCR)の賃貸借
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 12ヶ月 1,517

税･料金､使用料
の消し込み処理
用光学文字読取
機(OCR)の賃貸借
及び保守業務

賃借期間 12ヶ月 1,264
維
持

14 総
既存システム
のメンテナン
ス

行政事務の効率
化のために利用
しているホスト
コンピュータの
システム開発及
び修正。

関係部
課かい

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 7,455 年３６５日
修正業務はすべて無事
終了している。 Ａ 12,285 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

維
持

14
既存システム
のメンテナン
ス

基幹系業務の法
改正・制度改正
に伴うシステム
修正

修正を必要と
するシステム

年５ｼｽﾃﾑ 年１ｼｽﾃﾑ 7,455

基幹系業務の法
改正・制度改正
に伴うシステム
修正

修正を必要と
するシステム

年５ｼｽﾃﾑ 12,285
減
ら
す
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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

14
既存システム
のメンテナン
ス

カスタマ－バ－
コ－ド対応によ
る修正

対応を必要と
する帳票プロ
グラム

年３帳票 なし
カスタマ－バ－
コ－ド対応によ
る修正

対応を必要と
する帳票プロ
グラム

年３帳票

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

地方税法改正に
伴う住民税シス
テム修正

修正を必要と
する帳票プロ
グラム

１システム １システム
地方税法改正に
伴う住民税シス
テム修正

修正を必要と
する帳票プロ
グラム

１システム

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

地方税法改正に
伴う固定資産税
システム修正

修正を必要と
する帳票プロ
グラム

１システム なし
地方税法改正に
伴う固定資産税
システム修正

修正を必要と
する帳票プロ
グラム

１システム

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

課かい調整､契約
事務

調整回数 年40回 年40回
課かい調整､契約
事務

調整回数 年40回

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

主管課業務打合
せ(プロジェク
ト)

開催回数 年80回 年80回
主管課業務打合
せ(プロジェク
ト)

開催回数 年80回

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

本番環境・開発
（修正）作業環
境構築

ホスト環境整
備・運用適用
のための検討
会の開催回数

年１２回 年１２回
本番環境・開発
（修正）作業環
境構築

ホスト環境整
備・運用適用
のための検討
会の開催回数

年１２回

予
算
な
し

14
既存システム
のメンテナン
ス

ホスト運用手順
構築

ホスト安定稼
働のための検
討会開催回数

年１２回 年１２回
ホスト運用手順
構築

ホスト安定稼
働のための検
討会開催回数

年１２回

予
算
な
し

15 総

電子計算機処
理の推進及び
システム開発
のための検討

コンピュータ化
に係る総合調
整。

関係部
課かい

定
例
定
型

開催回数 年2回 年2回 年2回 年2回
推進会議は無事終了し
ている。 Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

15

電子計算機処
理の推進及び
システム開発
のための検討

茅ヶ崎市情報化
推進会議の開催

開催回数 年2回 年2回
茅ヶ崎市情報化
推進会議の開催

開催回数 年2回

予
算
な
し

15

電子計算機処
理の推進及び
システム開発
のための検討

専門部会の開催
（調査・研究）

専門部会の開
催回数

年4回 年4回
専門部会の開催
（調査・研究）

専門部会の開
催回数

年4回

予
算
な
し

16 総
新庁舎建設対
応事業（庁舎
関連事業）

新庁舎建設に当
たり、既存のシ
ステムが問題無
く作動すること
を確保する。

関係部
課かい

政
策
管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 0 年３６５日

新庁舎建設に向けて、
各システムの移設準備
等、着実に進んでい
る。

Ａ 0 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

16
新庁舎建設対
応事業（庁舎
関連事業）

新庁舎建設に伴
う情報化マネジ
メント支援業務

検討会議の開
催回数

年４回 年１１回 0

予
算
な
し

16
新庁舎建設対
応事業（庁舎
関連事業）

新庁舎対応業務 調整回数 年１２回

予
算
な
し

17 総
事故の再発防
止

事故を未然に防
ぐ。

関係部
課かい

定
例
定
型

原課の研修 年１回 年１回 年１回 年１回
問題なく、事故等も発
生していない。 Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

17
事故の再発防
止

事故を未然に防
ぐための研修

原課の研修 年１回 年１回
事故を未然に防
ぐための研修

原課の研修 年１回

予
算
な
し

17
事故の再発防
止

事故を未然に防
ぐための契約業
者との情報交換

情報交換会の
開催

年１２回 年１２回
事故を未然に防
ぐための契約業
者との情報交換

情報交換会の
開催

年１２回

予
算
な
し

18 総
災害対策整備
事業

災害時における
業務継続のため
の整備をはか
る。

全市民
等

定
例
定
型

管理日数 年３６５日 年３６５日 年３６６日 年３６５日
ICT－BCPに基づき、訓
練及び研修もしっかり
と行われた。

Ａ

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

18
災害対策整備
事業

ICT－BCPの見直
し

会議開催回数 年１０回 年１０回
ICT－BCPの見直
し

会議開催回数 年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

18
災害対策整備
事業

被災者支援シス
テムの運用

訓練回数 年１回 年１回
被災者支援シス
テムの運用

訓練回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 927,669 927,669 967,078 967,078

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

業
務
計
画

平成２６年度計画

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

必要性

③
成
果実績値

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

情報推進課

情報セキュリティを確保しながら利便性を向上
させる

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

活動

活動指標の
名称

情報推進課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

18
災害対策整備
事業

アクションプラ
ン進捗管理

会議開催回数 年１０回 年１０回
アクションプラ
ン進捗管理

会議開催回数 年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

18
災害対策整備
事業

ICT－BCP訓練の
実施

実施回数 年１回 年１回
ICT－BCP訓練の
実施

実施回数 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動、津波等伴う
諸現象による同
時多発的災害が
発生した場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を部、課とし
て迅速に対処す

全市民
等

定
例
定
型

４月
マニュアルの見直しを
行い、無事終了してい
る。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

部の災害応急対
策マニュアルの
検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年３月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害情報の収集
及び部内各般へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等(災害等発生
時)

応急対策準備
に必要な職員
を配備等(企画
部全職員)

随時 実績なし
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年３月

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害現地調査の
実施及び災害対
策本部への報告
(災害発生時)

災害現地調査
の実施

随時 実績なし
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

年１回

予
算
な
し

888
災害応急対策
活動

災害復旧対策の
総合調整(災害発
生時)

復旧計画策定
会議の開催

随時 実績なし
災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

年１回

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 管理日数 年３６５日 12,334 12,334 管理日数 年３６５日 13,419 13,419 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

888 総 庁内共通事務 管理日数 年３６５日 1,863 1,863 管理日数 年３６５日 2,080 2,080 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持


